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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　色材、インクの蒸発防止剤および水を含有するインクジェット用の記録インクであって
、
　前記蒸発防止剤として、難水溶性化合物と、易水溶性化合物と、を含有し、
　前記難水溶性化合物は、水に対する飽和溶解量（２０℃）が１．０（ｇ／１００ｇ）以
上、３．０（ｇ／１００ｇ）以下の化合物であり、
　前記易水溶性化合物は、水に対する飽和溶解量（２０℃）が２０．０（ｇ／１００ｇ）
以上で、かつ、下記式（１）で示される親疎水度係数が０．３７以下の化合物であり、
　前記難水溶性化合物は、前記記録インク１００ｇ中に、水に対する飽和溶解量（２０℃
）の０．７倍以上、１．０倍以下の量が含有され、
　前記易水溶性化合物の含有率ａ（質量％）と、前記難水溶性化合物の含有率ｂ（質量％
）とが、下記式（２）の関係を満たすことを特徴とするインクジェット用の記録インク。

【数１】

式（２）
１．０≦ａ／ｂ≦６．０
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【請求項２】
　前記難水溶性化合物が、１のベンゼン環と、水酸基と、を有する芳香族化合物である請
求項１に記載の記録インク。
【請求項３】
　前記芳香族化合物が、フェノキシアルカノール、フェニルアルカノールおよびアミノフ
ェノールの群から選択される少なくとも１種であり、かつ、炭素数が６～９の化合物であ
る請求項２に記載の記録インク。
【請求項４】
　前記易水溶性化合物が、多価アルコールおよび尿素類の群から選択される少なくとも１
種の化合物である請求項１から３のいずれか一項に記載の記録インク。
【請求項５】
　前記記録インクが、サーマル方式の記録ヘッドで吐出されるインクである請求項１から
４のいずれか一項に記載の記録インク。
【請求項６】
　インクジェット用の記録ヘッドを用い、
　前記記録ヘッドから請求項１から５のいずれか一項に記載の記録インクを吐出させ、前
記記録ヘッドの下に搬送された記録媒体に対して前記記録インクを付与し、記録を行うこ
とを特徴とするインクジェット方式の記録方法。
【請求項７】
　前記記録ヘッドとして、ノズル壁によって仕切られた複数のノズル流路が形成され、前
記ノズル流路に連通する複数の吐出口が形成され、各々のノズル流路の内部にヒーターが
配置されているサーマル方式の記録ヘッドを用い、
　前記記録インクを前記ヒーターにより加熱し、熱によって発生した気泡の圧力を利用し
て前記記録インクを前記吐出口から吐出させる請求項６に記載の記録方法。
【請求項８】
　前記記録ヘッドとして、前記吐出口の開口面積が、１００μｍ2以上、３５０μｍ2以下
のものを用い、
　前記記録ヘッドから前記記録インクを３．０ｐｌ以上、１０．０ｐｌ以下の吐出量で吐
出させる請求項７に記載の記録方法。
【請求項９】
　前記記録ヘッドとして、１ノズル列当たりの総ノズル数が１２００以上、複数のノズル
流路によって形成されるノズル列の長さが２インチ以上のものを用いる請求項６から８の
いずれか一項に記載の記録方法。
【請求項１０】
　前記記録ヘッドとして、前記記録媒体より幅広のライン型ヘッドを用い、
　前記記録ヘッドを固定した状態のまま前記記録ヘッドの下に前記記録媒体を搬送し、前
記記録媒体に対して前記記録インクを付与し、１パスで記録を行う請求項６から９のいず
れか一項に記載の記録方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インクジェット用の記録インクおよびインクジェット方式の記録方法に関す
るものである。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェット方式の記録方法は、低騒音、低ランニングコストで、装置の小型化が容
易であり、カラー化も容易である等の利点を有している。従って、現在ではプリンタのみ
ならず複写機等にも広く応用されている。
【０００３】
　近年、前記記録方法においては、高画質化を図るためにインク液滴の微小化が進展して
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おり、高画質化とともに画像品位の信頼性を向上させることが要求されている。このよう
な状況の下、特に重要な課題とされているのが間欠吐出特性（「発一性」とも称される。
）の改善である。前記記録方法において、記録ヘッドの一部の吐出口から長時間に渡って
インクが吐出されず、かつ、記録ヘッドの回復動作を行わない場合には、前記吐出口から
インク中の水分等の蒸発が進行し、乾燥によるインクの増粘やノズルへのインクの固着が
起こる。その後、前記吐出口から再度インクを吐出させようとすると、１発目のインクの
吐出が不安定になり、或いはインクの吐出が不能（不吐）となり、その結果、画像が乱れ
てしまうおそれがある。
【０００４】
　特に近年、前記記録方法において、用紙より幅広のライン型ヘッドを用い、ヘッドを固
定した状態のままヘッドの下に用紙を搬送し、その用紙に対してインクを付与し、１パス
で記録を行うライン方式が採用されるようになってきた。ライン方式はヘッドを左右に往
復させながら用紙を送って印刷を行うシリアル方式と比較して高速印刷が可能であるとい
う利点がある。
【０００５】
　一方、シリアル方式においては、ヘッド（ノズル）が用紙の１つの箇所を複数回通過す
るのに対し、ライン方式は用紙の１つの箇所を１回しかヘッド（ノズル）が通過しない。
従って、シリアル方式は１つのノズルに不具合があっても他のノズルにカバーさせること
ができ、画像品位の低下を抑制し得るのに対し、ライン方式は１つのノズルでも吐出不安
定ないし不吐が発生すると、即時に画像品位を低下させる原因となる。従って、ライン方
式においては、間欠吐出特性の改善が極めて重要な課題となっている。
【０００６】
　前記のような間欠吐出特性を改善し得る方策としては、色素および液媒体から構成され
るインクジェット用インクにおいて、前記液媒体中に炭素原子数７以上のアルキレングリ
コールを含有させることが提案されている（特許文献１）。特許文献１には、この技術に
よってプリント一時停止後のヘッドの目詰りを防止することができる旨が記載されている
。
【０００７】
　また、水、着色剤およびエチレングリコール系有機溶媒を含有するインクジェット用記
録液において、他の有機溶媒よりも前記エチレングリコール系有機溶媒を多量に含有させ
ることが提案されている（特許文献２）。特許文献２には、この技術によって低湿度環境
下で一定時間以上、吐出されていない吐出口において、水の蒸発により吐出口付近のイン
ク粘度が上昇し、正常な吐出が行なわれなくなる欠点を改善することができる旨が記載さ
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平３－２５５１７１号公報
【特許文献２】特開２０００－２９７２３７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明者らは、特許文献１または特許文献２に記載されたような従来のインクについて
間欠吐出特性の評価を行った。その結果、いずれのインクも、インク中の水分が一旦、蒸
発し始めると、ノズル先端部においてインクが経時的に増粘していき、間欠吐出特性が顕
著に低下することが判明した。
【００１０】
　本発明は、前記従来技術の課題を解決するためになされたものである。即ち、記録ヘッ
ドが、大気中に曝露され、かつ、印字をさせない状態で長期間放置された場合等、インク
中の水分が蒸発し易い条件下にあっても、水の蒸発が実質的に停止され、長期間に渡って
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吐出特性が良好なインクジェット用の記録インクおよびインクジェット方式の記録方法を
提供するものである。換言すれば、本発明は、間欠吐出特性（発一性）に優れるインクジ
ェット用の記録インクおよびインクジェット方式の記録方法を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは前記課題について鋭意検討を行った。その結果、インクの蒸発防止剤とし
て、易水溶性化合物に加えて難水溶性化合物を用い、これらの化合物の水溶性の程度およ
び量比を精密に制御することによって、前記課題を解決し得ることに想到し、本発明を完
成するに至った。即ち、本発明によれば、以下に示すようなインクジェット用の記録イン
クおよびインクジェット方式の記録方法が提供される。
【００１２】
［１］記録インク：
　本発明によれば、色材、インクの蒸発防止剤および水を含有するインクジェット用の記
録インクであって、前記蒸発防止剤として、難水溶性化合物と、易水溶性化合物と、を含
有し、前記難水溶性化合物は、水に対する飽和溶解量（２０℃）が１．０（ｇ／１００ｇ
）以上、３．０（ｇ／１００ｇ）以下の化合物であり、前記易水溶性化合物は、水に対す
る飽和溶解量（２０℃）が２０．０（ｇ／１００ｇ）以上で、かつ、下記式（１）で示さ
れる親疎水度係数が０．３７以下の化合物であり、前記難水溶性化合物は、前記記録イン
ク１００ｇ中に、水に対する飽和溶解量（２０℃）の０．７倍以上、１．０倍以下の量が
含有され、前記易水溶性化合物の含有率ａ（質量％）と、前記難水溶性化合物の含有率ｂ
（質量％）とが、下記式（２）の関係を満たすことを特徴とするインクジェット用の記録
インク；が提供される。

式（２）
１．０≦ａ／ｂ≦６．０
【００１３】
　本発明の記録インクにおいては、前記難水溶性化合物が、１のベンゼン環と、水酸基と
、を有する芳香族化合物であること；前記芳香族化合物が、フェノキシアルカノール、フ
ェニルアルカノールおよびアミノフェノールの群から選択される少なくとも１種であり、
かつ、炭素数が６～９の化合物であること；が好ましい。
【００１４】
　また、本発明の記録インクにおいては、前記易水溶性化合物が、多価アルコールおよび
尿素類の群から選択される少なくとも１種の化合物であること；が好ましい。
【００１５】
［２］記録方法：
　また、本発明によれば、インクジェット用の記録ヘッドを用い、前記記録ヘッドから前
記［１］に記載の記録インクを吐出させ、前記記録ヘッドの下に搬送された記録媒体に対
して前記記録インクを付与し、記録を行うことを特徴とするインクジェット方式の記録方
法；が提供される。
【００１６】
　本発明の記録方法においては、前記記録ヘッドとして、ノズル壁によって仕切られた複
数のノズル流路が形成され、前記ノズル流路に連通する複数の吐出口が形成され、各々の
ノズル流路の内部にヒーターが配置されているサーマル方式の記録ヘッドを用い、前記記
録インクを前記ヒーターにより加熱し、熱によって発生した気泡の圧力を利用して前記記
録インクを前記吐出口から吐出させること；が好ましい。
【００１７】
　また、本発明の記録方法においては、前記記録ヘッドとして、前記記録媒体より幅広の
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ライン型ヘッドを用い、前記記録ヘッドを固定した状態のまま前記記録ヘッドの下に前記
記録媒体を搬送し、前記記録媒体に対して前記記録インクを付与し、１パスで記録を行う
こと；前記記録ヘッドとして、１ノズル列当たりの総ノズル数が１２００以上、複数のノ
ズル流路によって形成されるノズル列の長さが２インチ以上のものを用いること；が好ま
しい。
【００１８】
　更に、本発明の記録方法においては、前記記録ヘッドとして、前記吐出口の開口面積が
、１００μｍ2以上、３５０μｍ2以下のものを用い、前記記録ヘッドから前記記録インク
を３．０ｐｌ以上、１０．０ｐｌ以下の吐出量で吐出させること；が好ましい。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明のインクおよび記録方法は、記録ヘッドが、大気中に曝露され、かつ、印字をさ
せない状態で長期間放置された場合等、インク中の水分が蒸発し易い条件下にあっても、
水の蒸発が実質的に停止されるため長期間に渡って吐出特性が良好である。即ち、間欠吐
出特性（発一性）に優れる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１Ａ】記録ヘッドのノズルの内部構造を模式的に示す上面図である。
【図１Ｂ】図１Ａに示すノズルの内部構造を模式的に示す側面図である。
【図１Ｃ】図１Ａに示すノズルの吐出口を模式的に示す正面図である。
【図２Ａ】本発明の記録ヘッドを模式的に示す正面図である。
【図２Ｂ】図２Ａに示す記録ヘッドのＡ－Ａ断面図である。
【図２Ｃ】図２Ａに示す記録ヘッドのＢ－Ｂ断面図である。
【図３】記録装置の全体構成を模式的に示す正面図である。
【図４】評価用の印刷パターンを模式的に示す平面図である。
【図５】印刷パターンの評価基準を模式的に示す平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明について詳細に説明する。但し、本発明は下記の実施形態に限定されず、
その発明特定事項を有する全ての対象を含むものである。
【００２２】
［１］記録インク：
　本発明の記録インクは、インクジェット用の記録インクであり、必須成分として色材、
インクの蒸発防止剤および水を含有する。以下、成分毎に説明する。
【００２３】
［１－１］蒸発防止剤：
　蒸発防止剤は、色材等の媒体である水の蒸発を防止し、乾燥によるインクの増粘やノズ
ル先端部でのインクの固着による間欠吐出性の低下を防止するための添加剤である。本発
明の記録インクは、前記蒸発防止剤として、難水溶性化合物と、易水溶性化合物と、を含
有している。
【００２４】
［１－１Ａ］難水溶性化合物：
　難水溶性化合物は、水に対する溶解性を示すものの、その溶解量が微量である化合物で
ある。難水溶性化合物は、インク中の水が蒸発してその濃度が上昇すると、インク中に溶
解しきれなくなり、インクから分離される。ここで、非印字ノズルの先端部は大気中に暴
露されているため、インク中の水が特に揮発し易い。従って、非印字ノズルの先端部には
、インクから分離された難水溶性化合物によって油膜が形成され、この油膜によりインク
中の水の更なる蒸発が抑制される。このような難水溶性化合物の作用によって、長期間に
渡って安定的に記録インクを吐出させることができ、また、間欠吐出性を向上させること
ができる。
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【００２５】
　本発明にいう「難水溶性化合物」は、水に対する飽和溶解量（２０℃）が１．０（ｇ／
１００ｇ）以上、３．０（ｇ／１００ｇ）以下の化合物である。前記飽和溶解量が１．０
（ｇ／１００ｇ）以上の化合物を用いることにより、初期状態（水が蒸発する前の状態）
において難水溶性化合物をインク中に溶解させておくことが可能となる。このような効果
をより確実に発揮させるためには前記飽和溶解量が１．７（ｇ／１００ｇ）以上の化合物
を用いることが好ましい。一方、前記飽和溶解量が３．０（ｇ／１００ｇ）以下の化合物
を用いることにより、水が蒸発した状態において難水溶性化合物をインクから分離させる
ことが可能となる。このような効果をより確実に発揮させるためには前記飽和溶解量が２
．５（ｇ／１００ｇ）以下の化合物を用いることが好ましい。
【００２６】
　以上説明したように、本発明にいう「難水溶性化合物」は、前記飽和溶解量の範囲を満
たす化合物であることが必要である。従って、前記飽和溶解量が０．６（ｇ／１００ｇ）
である１－ヘキサノールは、たとえ水溶性が低くても前記難水溶性化合物には含まれない
。また、前記飽和溶解量が４．４（ｇ／１００ｇ）のベンジルアルコールは、後述するフ
ェニルアルカノールの構造を有するが、前記難水溶性化合物には含まれない。
【００２７】
　前記難水溶性化合物は、１のベンゼン環と、水酸基と、を有する芳香族化合物であるこ
とが好ましい。前記芳香族化合物には、１または２以上の水酸基を有する芳香族化合物が
含まれる。但し、１の水酸基を有する芳香族化合物が好ましい。水酸基を有する芳香族化
合物は、顔料を安定的に分散させることができる点において好ましい（例えば、後述する
フェノキシアルカノールまたはフェニルアルカノール等）。
【００２８】
　水酸基はベンゼン環に直接結合されていてもよいし、他の官能基を介して間接的にベン
ゼン環に結合されていてもよい。後述するフェノキシアルカノールは水酸基がアルコキシ
基を介してベンゼン環に結合された化合物であり、フェニルアルカノールは水酸基がアル
キル基を介してベンゼン環に結合された化合物であり、アミノフェノールは水酸基がベン
ゼン環に直接結合された化合物である。
【００２９】
　前記芳香族化合物は、フェノキシアルカノール、フェニルアルカノールおよびアミノフ
ェノールの群から選択される少なくとも１種であり、かつ、炭素数が６～９の化合物であ
ることが好ましい。「炭素数が６～９」とは、フェノキシアルカノール、フェニルアルカ
ノールが、ベンゼン環以外に炭素数１～３の炭化水素基を有していることを意味する。中
でも、ベンゼン環以外に炭素数２または３の炭化水素基を有しているものが好ましい。具
体的には、下記表１に示す化合物を挙げることができる。
【００３０】

【００３１】
　これらの化合物の中でも、顔料を安定的に分散させることができるという理由から、１
－フェノキシプロパノール、２－フェニルエチルアルコール、１－フェノキシエタノール
、２－フェノキシエタノールが好ましく、１－フェノキシエタノール、２－フェニルエチ
ルアルコール、１－フェノキシプロパノールが更に好ましい。
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【００３２】
　本発明の記録インクは、前記難水溶性化合物を少なくとも１種含有していればよい。但
し、前記難水溶性化合物を１種のみ含有しているものが好ましい。前記難水溶性化合物は
、前記記録インク１００ｇ中に、水に対する飽和溶解量（２０℃）の０．７倍以上、１．
０倍以下の量が含有されている。例えば、１－フェノキシエタノールは水に対する飽和溶
解量（２０℃）が２．５（ｇ／１００ｇ）であるから、記録インク１００ｇ中に、１．７
５～２．５ｇの量を含有させればよい。なお、難水溶性化合物が複数種含まれている場合
には、個々の難水溶性化合物がそれぞれ、前記含有量の範囲を満たしている必要がある。
【００３３】
　前記飽和溶解量（２０℃）の０．７倍以上とすることにより、非印字ノズルの先端部に
十分な体積の油膜を形成することができ、インク中の水の蒸発を抑制する効果が発揮され
る。このような効果をより確実に発揮させるためには、前記飽和溶解量（２０℃）の０．
７５倍以上とすることが好ましく、０．８倍以上とすることが更に好ましく、０．９倍以
上とすることが特に好ましい。一方、前記飽和溶解量（２０℃）の１．０倍以下とするこ
とにより、初期状態（水が蒸発する前の状態）における難水溶性化合物の分離を防止し、
均一なインクを形成することができる。従って、吐出不良を防止することができ、また、
間欠吐出性を向上させることができる。
【００３４】
［１－１Ｂ］易水溶性化合物：
　易水溶性化合物は、水に対する溶解性が高い化合物である。易水溶性化合物は保湿性（
水和力）が高いため、インク中の水の蒸発を抑制し、乾燥によるインクの増粘やノズルへ
のインクの固着を防止することができる。加えて、難水溶性化合物との親和性が低いので
、難水溶性化合物によるノズル先端部での油膜形成を促進する。従って、長期間に渡って
安定的に記録インクを吐出させることができ、また、記録インクの間欠吐出性を向上させ
ることができる。更に、色材との親和性も高いため、インクの分散安定性を向上させる作
用がある。
【００３５】
　本発明にいう「易水溶性化合物」は、水に対する飽和溶解量（２０℃）が２０．０（ｇ
／１００ｇ）以上で、かつ、下記式（１）で示される親疎水度係数が０．３７以下の化合
物である。

【００３６】
　前記飽和溶解量が２０．０（ｇ／１００ｇ）以上の化合物を用いることにより、易水溶
性化合物に難水溶性化合物が溶解され難くなり、難水溶性化合物の油膜をより一層形成し
易くなる。即ち、難水溶性化合物の作用を阻害し難くすることができる。なお、易水溶性
化合物の水に対する飽和溶解量に上限はない。即ち、任意の比率で水と混和する化合物も
使用することができる。
【００３７】
　また、親疎水度係数が０．３７以下の化合物は、保湿性（水和力）が高いため、インク
中の水の蒸発を抑制し、乾燥によるインクの増粘やノズルへのインクの固着を防止するこ
とができる。また、色材との親和性も高いため、インクの分散安定性を向上させる作用が
ある。このような効果をより確実に発揮させるためには、親疎水度係数が０．３１以下の
化合物を用いることが好ましく、０．３０以下の化合物を用いることが更に好ましい。具
体的には、表２に示す、親疎水度係数が０．３１以下の化合物が特に好ましい。一方、親
疎水度係数の下限は特に限定されない。親疎水度係数が低いほど高い保湿性を有する。後
に例示する易水溶性化合物の中では、親疎水度係数が－０．４３のポリエチレングリコー
ル６００が最も親疎水度係数が低い化合物である。
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【００３８】
　式（１）に示す「親疎水度係数」は、易水溶性化合物の保湿性（水和力）の程度を示す
指標である。式（１）中の「水分活性値」は、下記式（１ａ）で示される。
（式１ａ）
　水分活性値＝（水溶液の水蒸気圧）／（純水の水蒸気圧）
【００３９】
　希薄溶液においてはラウールの法則が成り立ち、その蒸気圧降下率は溶媒や溶質の種類
に拘わらず溶質のモル分率に比例する。従って、水溶液中の水のモル分率と水分活性値は
等しくなるはずである。しかし、実際に各種水溶性化合物の水溶液を用いて測定した水分
活性値は、水のモル分率と一致しないことが多い。これは、溶質の水和力の程度によって
水溶液の水蒸気圧が影響を受けるためである。即ち、溶質の水和力が大きい場合には水の
蒸発が抑制されるため、水溶液の水蒸気圧が理論値より低くなる。従って、水溶液の水分
活性値が水のモル分率より低くなり、その結果、親疎水度係数も小さくなる。一方、溶質
の水和力が小さい場合には水の蒸発は抑制され難いため、水溶液の水蒸気圧は理論値より
高くなる。従って、水溶液の水分活性値は水のモル分率より高くなり、その結果、親疎水
度係数も大きくなる。
【００４０】
　水分活性値には様々な測定方法が存在するが、本発明にいう「水分活性値」は、２５℃
の温度条件下、各々の易水溶性化合物の２０質量％水溶液をチルドミラー露点測定法によ
り測定した水分活性値を意味するものとする。水分活性測定装置としては、例えば、デカ
ゴン＜ＤＥＣＡＧＯＮ＞社製「アクアラブＣＸ－３ＴＥ」等を用いることができる。
【００４１】
　前記水分活性値は、各々の易水溶性化合物の一律濃度（２０質量％）の水溶液を用いて
測定している。しかし、その値を式（１）に代入することによって、易水溶性化合物の分
子量が異なり水のモル分率が変動した場合でも、易水溶性化合物の水和力の程度を相対比
較することが可能である。なお、水溶液の水分活性値が１を越えることはないため、親疎
水度係数の最大値は１である。
【００４２】
　本発明の記録インクにおいては、易水溶性化合物として、多価アルコールおよび尿素類
の群から選択される少なくとも１種の化合物であって、親疎水度係数が０．３７以下のも
のを用いることが好ましい。
【００４３】
　「多価アルコール」とは、直鎖状または分岐状の脂肪族炭化水素を構成する２以上の水
素原子を水酸基で置き換えた構造の化合物（アルカンポリオール）である。また、「多価
アルコール」には、前記アルカンポリオールの縮合体（ジエチレングリコール等）、前記
縮合体のエーテル酸素原子を硫黄原子に置き換えた化合物（チオジグリコール等）を含む
ものとする。多価アルコールの中でも、水溶性有機溶媒として用いられる多価アルコール
が好ましい。
【００４４】
　例えば、エチレングリコール（エタンジオール）、プロパンジオール（１，２－、１，
３－）、ブタンジオール（１，２－、１，３－、１，４－）、ペンタンジオール（１，２
－、１，３－、１，４－、１，５－）、ヘキサンジオール（１，２－、１，３－、１，４
－、１，５－、１，６－）等のアルカンジオール；
　グリセリン、１，２，６－ヘキサントリオール等のアルカントリオール；
　ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコール、ジプロ
ピレングリコール、トリプロピレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレ
ングリコール、チオジグリコール等のアルカンポリオールの縮合体類；等を挙げることが
できる。
【００４５】
　尿素類とは、下記一般式に示すような尿素骨格（カルボニル炭素の両端に２の窒素原子
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が結合した構造）を有する化合物である。尿素類としては、尿素の他、エチレン尿素等を
挙げることができる。これらの化合物は、２０℃で固体の水溶性化合物であるが、水に溶
解されることによって、多価アルコールと同様の効果を奏する。

【００４６】
　代表的な多価アルコールおよび尿素類の親疎水度係数を表２に示す。
【００４７】

【００４８】
　表２に示す化合物のうち、トリメチロールプロパンより上段に記載された化合物は、全
て多価アルコールであり、前記飽和溶解量が２０．０（ｇ／１００ｇ）以上の条件は満た
すものの、親疎水度係数が０．３７以下という条件を満たさない（例えば、１，５－ペン
タンジオールの親疎水度係数は０．４１）。即ち、これらの多価アルコールは水和力が不
十分であり、本発明の記録インクにおける「易水溶性化合物」として使用することはでき
ない。
【００４９】
　一方、トリメチロールプロパンおよびこれより下段に記載された化合物は、本発明の記
録インクにおける「易水溶性化合物」として使用することができる。即ち、これらの化合
物は前記飽和溶解量が２０．０（ｇ／１００ｇ）以上、親疎水度係数が０．３７以下とい
う２つの条件を満たしている。これらの化合物の中でも、沸点が高く、揮発し難い点にお
いて、グリセリンが好ましい。従って、易水溶性化合物としてはグリセリンを単独で用い
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るか、グリセリンとその他の易水溶性化合物を併用することが好ましい。
【００５０】
　本発明の記録インクは、前記易水溶性化合物を少なくとも１種含有していればよい。但
し、顔料の分散安定性およびインクの保湿性を向上させる観点からは、前記易水溶性化合
物を２種以上含有していることが好ましい。
【００５１】
［１－１Ｃ］難水溶性化合物と易水溶性化合物の量比：
　本発明の記録インクは、前記易水溶性化合物の含有率ａ（質量％）と、前記難水溶性化
合物の含有率ｂ（質量％）とが、下記式（２）の関係を満たしている。
式（２）
１．０≦ａ／ｂ≦６．０
【００５２】
　ａ／ｂの値を１．０以上とすることで、一定量の易水溶性化合物が含有されることにな
る。従って、インク中の水の蒸発が防止され、ひいては乾燥によるインクの増粘やノズル
へのインクの固着が防止される。また、顔料の分散安定性を向上させることができる。こ
れらの効果をより確実に得たい場合には、ａ／ｂの値を４．０以上とすることが好ましく
、５．０以上とすることが更に好ましい。一方、ａ／ｂの値を６．０以下とすることで、
インクの初期粘度を低下させることができ、間欠吐出性を向上させることができる。これ
らの効果をより確実に得たい場合には、ａ／ｂの値を５．７以下とすることが好ましい。
【００５３】
　本発明の記録インクにおいて、難水溶性化合物が複数種含まれている場合、あるいは易
水溶性化合物が複数種含まれている場合には、それらの合計量を基準にａ／ｂの値を算出
する。例えば、易水溶性化合物として、エチレン尿素（親疎水度係数：０．３０）とグリ
セリン（親疎水度係数：０．１１）を含む場合には、これらの合計量を基準にａ／ｂの値
を算出する。
【００５４】
　なお、インク全量に対する難水溶性化合物または易水溶性化合物の含有率は特に限定さ
れない。但し、難水溶性化合物の合計量がインク全量に対し０．７質量％以上、４質量％
以下であることが好ましく、１．５質量％以上、３．５質量％以下であることが更に好ま
しい。また、易水溶性化合物の合計量がインク全量に対し１質量％以上、２０質量％以下
であることが好ましく、２．５質量％以上、１７．５質量％以下であることが更に好まし
い。
【００５５】
［１－２］色材：
　色材には、染料および顔料が含まれる。染料および顔料としては、従来、インクジェッ
ト用の記録インクにおいて用いられてきた染料および顔料を好適に用いることができる。
但し、従来公知のもののみならず、新たに発見ないし合成された染料や顔料を用いること
もできる。
【００５６】
［１－２Ａ］染料：
　染料の分子構造等は特に限定されないが、水溶性染料を用いることが好ましい。例えば
、以下に掲げるイエロー染料、マゼンタ染料、シアン染料、ブラック染料等を好適に用い
ることができる。
【００５７】
　イエロー染料としては、例えば、
（１）Ｃ．Ｉ．アシッドイエロー１、３、７、１１、１７、２３、２５、２９、３６、３
８、４０、４２、４４、７６、９８、９９等の酸性染料；
（２）Ｃ．Ｉ．ダイレクトイエロー８、１１、１２、２７、２８、３３、３９、４４、５
０、５８、８５、８６、８７、８８、８９、９８、１００、１１０、１３２、１４２等の
直接染料； 
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（３）Ｃ．Ｉ．リィアクティブイエロー２、３、１７、２５、３７、４２等の反応染料；
（４）Ｃ．Ｉ．フードイエロー３等の食用色素；等を挙げることができる。
【００５８】
　マゼンタ染料としては、
（１）Ｃ．Ｉ．アシッドレッド６、８、９、１３、１４、１８、２６、２７、３２、３５
、３７、４２、５１、５２、８０、８３、８７、８９、９２、１０６、１１４、１１５、
１３３、１３４、１４５、１５８、１９８、２４９、２６５、２８９等の酸性染料；
（２）Ｃ．Ｉ．ダイレクトレッド２、４、９、１１、２０、２３、２４、３１、３９、４
６、６２、７５、７９、８０、８３、８９、９５、１９７、２０１、２１８、２２０、２
２４、２２５、２２６、２２７、２２８、２２９、２３０等の直接染料；
（３）Ｃ．Ｉ．リィアクティブレッド７、１２、１３、１５、１７、２０、２３、２４、
３１、４２、４５、４６、５９等の反応染料；
（４）Ｃ．Ｉ．フードレッド８７、９２、９４等の食用色素；等を用いることが好ましい
。
【００５９】
　シアン染料としては、
（１）Ｃ．Ｉ．アシッドブルー１、７、９、１５、２２、２３、２５、２９、４０、４３
、５９、６２、７４、７８、８０、９０、１００、１０２、１０４、１１７、１２７、１
３８、１５８、１６１等の酸性染料；
（２）Ｃ．Ｉ．ダイレクトブルー１、１５、２２、２５、４１、７６、７７、８０、８６
、８７、９０、９８、１０６、１０８、１２０、１５８、１６３、１６８、１９９、２２
６等の直接染料； 
（３）Ｃ．Ｉ．リィアクティブブルー４、５、７、１３、１４、１５、１８、１９、２１
、２６、２７、２９、３２、３８、４０、４４、１００等の反応染料；等を挙げることが
できる。
【００６０】
　ブラック染料としては、例えば、
（１）Ｃ．Ｉ．アシッドブラック２、４８、５１、５２、１１０、１１５、１５６等の酸
性染料；
（２）Ｃ．Ｉ．ダイレクトブラック１７、１９、２２、３１、３２、５１、６２、７１、
７４、１１２、１１３、１５４、１６８、１９５等の直接染料；
（３）Ｃ．Ｉ．リィアクティブブラック１、８、１２、１３等の反応染料；
（４）Ｃ．Ｉ．フードブラック１、２等の食用色素；等を挙げることができる。
【００６１】
　その他にも、例えばバイオレット染料であるＣ．Ｉ．ダイレクトバイオレット１０７（
直接染料）等を用いることもできる。
【００６２】
［１－２Ｂ］顔料：
　顔料は、無機顔料、有機顔料のいずれを用いてもよい。また、これらの顔料は天然顔料
でも合成顔料でもよい。
【００６３】
　無機顔料としては、シリカ、アルミナ水和物、酸化チタン、酸化鉄、カーボンブラック
等を挙げることができる。カーボンブラックには、ファーネスブラック、ランプブラック
、アセチレンブラック、チャンネルブラック等が含まれる。
【００６４】
　有機顔料としては、例えば、
（１）アゾレーキ、不溶性アゾ顔料、縮合アゾ顔料、キレートアゾ顔料等のアゾ顔料；
（２）フタロシアニン顔料、ペリレン・ペリノン顔料、アントラキノン顔料、キナクリド
ン顔料、ジオキサジン顔料、チオインジゴ顔料、イソインドリノン顔料、キノフタロン顔
料等の多環式顔料；
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（３）塩基性染料型レーキ、酸性染料型レーキ等の染料レーキ；
（４）ニトロ顔料、ニトロソ顔料、アニリンブラック、昼光蛍光顔料等、前記（１）～（
３）以外の顔料；等を挙げることができる。
【００６５】
　前記有機顔料をカラーインデックス（Ｃ．Ｉ．）ナンバーにより例示すると、
（１）Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー７４、９３、１０９、１１０、１２８、１３８等のイ
エロー顔料；
（２）Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２、２０２、２０９等のマゼンタ顔料；
（３）Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３、６０等のシアン顔料；
（４）Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック７等のブラック顔料；
（５）Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ３６、４３等のオレンジ顔料；
（６）Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン７、３６等のグリーン顔料；等を挙げることができる
。但し、水に分散可能であれば、カラーインデックスに記載されていない顔料でも使用す
ることができる。
【００６６】
　本発明の記録インクを調製する際には、粉末状、顆粒状または塊状等の乾燥顔料の他、
顔料のウエットケーキ、スラリー等を用いることができる。
【００６７】
　顔料は自己分散顔料、樹脂分散顔料のいずれも用いることができる。但し、自己分散顔
料を用いることが好ましい。
【００６８】
　自己分散顔料は、上記顔料の表面に分散性付与基を、直接的に、またはアルキル基、ア
ルキルエーテル基、アリール基等を介して、間接的に結合することで合成することができ
る。このようにして、顔料から合成された自己分散顔料は、分散剤を別途添加しなくても
水性溶媒中に分散または溶解させることができる。
【００６９】
　自己分散顔料の表面に結合される分散性付与基は、特に限定されないが、例えば、カル
ボキシル基（－ＣＯＯＨ）、ケトン基（－ＣＯ）、水酸基（－ＯＨ）、スルフォン酸基（
－ＳＯ3Ｈ）、リン酸基（－ＰＯ3Ｈ2）等を挙げることができる。
【００７０】
　また、自己分散顔料は、インクの保存安定性を良好にし、かつ、ノズルの目詰まりを防
止するため、その平均粒径が５０ｎｍ以上、２５０ｎｍ以下の範囲内のものを用いること
が好ましい。なお、顔料の平均粒径は、動的光散乱法を用いた粒度分布計を用いて測定す
ることができる。粒度分布計としては、例えば、濃厚系粒径アナライザー（大塚電子社製
「Ｆ－ＰＡＲ１０００」）等を挙げることができる。
【００７１】
　前記色材の含有率は、特に限定されず、色材の種類、記録インクの要求特性等により適
宜決定すればよい。但し、記録インク全体に対し、１．０質量％以上、７．０質量％以下
の比率で含有されていることが好ましい。１．０質量％以上とすることにより、所望の画
像濃度を有する印刷物を形成することができる。一方、７．０質量％以下とすることによ
り、記録インクの保存性や吐出性が良好となる。
【００７２】
［１－３］水：
　水は記録インクの媒体である。水としては、脱イオン水（イオン交換水）を用いること
が好ましい。水の含有率は特に限定されないが、記録インク全体に対し、７０質量％以上
、９０質量％以下であることが好ましく、７２質量％以上、８９質量％以下であることが
更に好ましい。
【００７３】
［１－４］他の添加剤：
　本発明の記録インクは、目的に応じて、蒸発防止剤以外の添加剤を含有していてもよい
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。そのような添加剤としては、例えば界面活性剤、防黴剤、表面張力調整剤、ｐＨ調整剤
、防錆剤、防腐剤、酸化防止剤、還元防止剤、塩等を挙げることができる。
【００７４】
［１－４Ａ］界面活性剤：
　界面活性剤としては、従来、インクジェット用の記録インクにおいて用いられてきた界
面活性剤を好適に用いることができる。例えばノニオン性界面活性剤等を挙げることがで
きる。
【００７５】
　ノニオン性界面活性剤としては、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエ
チレンアルキルフェノールエーテル、ポリオキシエチレンアルキルエステル、ソルビタン
エステル、ソルビタンエステルエーテル、オキシエチレンオキシプロピレンブロックポリ
マー、オキシエチレンアルキルアミン、脂肪酸のアルコールアミド、多価アルコールの脂
肪酸エステル、アセチレンアルコールおよびそのアルキレンオキサイド付加物、アセチレ
ングリコールおよびそのアルキレンオキサイド付加物；等を挙げることができる。
【００７６】
　中でも、アセチレングリコール、アセチレンアルコールおよびこれらのアルキレンオキ
サイド付加物が好ましく、前記アルキレンオキサイド付加物が更に好ましい。アセチレン
グリコールとしては、２，４，７，９－テトラメチル－５－デシン－４，７－ジオール等
を挙げることができる。アセチレンアルコールとしては、３，５－ジメチル－１－ヘキシ
ン－３－オール等を挙げることができる。これらのアルキレンオキサイド付加物としては
、２，４，７，９－テトラメチル－５－デシン－４，７－ジオールのエチレンオキサイド
付加物（エアープロダクツ社製「サーフィノール４６５」、同「サーフィノール４８５」
等）；ＰＯＥ（１０）アセチレングリコール（日信化学工業社製「オルフィンＥ１０１０
」、川研ファインケミカル社製「アセチレノールＥ１００」等）を挙げることができる。
【００７７】
　界面活性剤は、インク全体に対し０．０５質量％以上、２質量％以下の比率で含有され
ていることが好ましい。０．０５質量％以上とすることにより記録インクのノズル内のヌ
レ性を向上させることができ、吐出安定性を向上させることができる。一方、２質量％以
下とすることにより、ノズル先端部で記録インク中の水分が蒸発した際の、記録インクの
粘度上昇を低減させることができ、間欠吐出特性が向上する。
【００７８】
［１－４Ｂ］防黴剤：
　防黴剤としては、例えばベンズイソチアゾリン－３－オン（ロンザジャパン社製「プロ
キセルＸＬ－２（Ｓ）」等）等を用いることができる。防黴剤は、インク全体に対し０．
０１質量％以上、０．１質量％以下の比率で含有されていることが好ましい。
【００７９】
［１－４Ｃ］表面張力調整剤：
　表面張力調整剤としては、例えば１，２－ヘキサンジオール等を用いることができる。
表面張力調整剤は、インク全体に対し１質量％以上、５質量％以下の比率で含有されてい
ることが好ましい。
【００８０】
［１－５］粘度：
　本発明の記録インクは、粘度を１．５ｍＰａ・ｓ以上、３．０ｍＰａ・ｓ以下とするこ
とが好ましい。粘度を１．５ｍＰａ・ｓ以上とすることにより、特に顔料インクの場合に
おいて、顔料粒子の沈降速度を低下させることができ、顔料粒子が沈降し難くなる。一方
、３．０ｍＰａ・ｓ以下とすることにより、インクの流動性が向上し、ひいてはインクの
吐出安定性も向上させることができる。前記効果をより確実に発揮させるためには、粘度
を１．５ｍＰａ・ｓ以上、２．５ｍＰａ・ｓ以下とすることが好ましく、１．５ｍＰａ・
ｓ以上、２．０ｍＰａ・ｓ以下とすることが更に好ましい。
【００８１】
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　インクの粘度は、ＪＩＳ　Ｚ　８８０３に準拠して、温度２５℃の条件下、Ｅ型粘度計
（例えば、東機産業社製「ＲＥ－８０Ｌ粘度計」等）を用い、測定した値を意味するもの
とする。インクの粘度は、易水溶性化合物の項で例示した水溶性有機溶剤ならびに界面活
性剤の種類や量等により調整することができる。
【００８２】
［２］記録方法：
　本発明の記録方法は、インクジェット用の記録ヘッドを用い、前記記録ヘッドから本発
明の記録インクを吐出させ、前記記録ヘッドの下に搬送された記録媒体に対して前記記録
インクを付与し、記録を行うものである。
【００８３】
［２－１］記録ヘッド：
　以下、記録ヘッドの構造について、図１Ａ～図１Ｃおよび図２Ａ～図２Ｃを用いて説明
する。但し、本発明で使用する記録ヘッドは、以下に説明する構成に限定されるものでは
ない。
【００８４】
［２－１Ａ］ノズル部分の構造：
　まず、ノズル部分の構造について図１Ａ～図１Ｃを用いて説明する。図１Ａは記録ヘッ
ドのノズルの内部構造を模式的に示す上面図である。図１Ｂは図１Ａに示すノズルの内部
構造を模式的に示す側面図である。図１Ｃは図１Ａに示すノズルの吐出口を模式的に示す
正面図である。
【００８５】
　サーマル方式の記録ヘッドは、図示のようにノズル壁１５３によって仕切られた複数の
ノズル流路１５９が形成され、ノズル流路１５９に連通する複数の吐出口１５１が形成さ
れ、各々のノズル流路１５９の内部にヒーター１５２が配置される。このような構造のヘ
ッドは、ノズル流路１５９内部に充填された記録インクをヒーター１５２により加熱し、
熱によって発生した気泡の圧力を利用して記録インクを液滴として吐出口１５１から吐出
（飛翔）させることができる。
【００８６】
　図示の形態では、ノズル流路１５９と共通液室１５６との間に、ヘッド内のインク流路
中に浮遊する異物をトラップするためのノズルフィルタ１５５が設置されている。また、
ノズル天板１６２が貼り付けられる天板部材１６１は異方性エッチング等で形成されたイ
ンク供給開口（不図示）を備え、外部からのインクを共通液室１５６からノズル流路１５
９に導入可能に構成されている。
【００８７】
　ノズル流路１５９はノズル壁１５３によって左右の両側面側が仕切られることに加えて
、ノズル天板１６２によって上面側が、ノズル底板１６４によって底面側が仕切られてい
る。即ち、ノズル流路１５９は、ノズル壁１５３、ノズル天板１６２およびノズル底板１
６４を隔壁として周囲の空間から区画された略四角柱状の内部空間である。ノズル天板１
６２は、Ｓｉ等で構成される天板部材１６１に貼り付けられており、ノズル底板１６４は
ヒーターボード１６３に貼り付けられている
【００８８】
　吐出口１５１はノズル流路１５９の一端に形成されるインクを吐出させる開口部であり
、ノズル流路１５９を経由して共通液室１５６に連通されている。吐出口１５１はフェイ
ス面に形成される。図示の例では、フェイス面はノズル壁１５３と一体的に形成されてい
るが、別途フェイスプレートを設置してフェイス面を形成してもよい。吐出口１５１の開
口面積は１０～３５０μｍ2、より好ましくは、１００～３５０μｍ2に構成される。開口
面積をこの範囲とすることで、記録インクを０．５ｐｌ以上、より好ましくは、３．０ｐ
ｌ以上、１０．０ｐｌ以下の吐出量で吐出させることが可能となる。なお、前記開口面積
は吐出口幅１７１と吐出口高さ１７２の積で表される。
【００８９】
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　ノズル流路は複数のノズル流路によってノズル列を形成している。ノズル列を形成する
ノズル流路の数は特に限定されないが、本発明の効果を発現させるためには、１ノズル列
当たりの総ノズル数が１２００以上であることが好ましい。より具体的には、１インチ当
たりのノズル数が６００～２４００個で、そのノズル列の長さが２インチ以上であること
が好ましい。このような構成とすれば、解像度を６００ｄｐｉ以上とすることができる。
【００９０】
　ヒーター１５２は、ノズル流路１５９に充填されたインクを加熱発泡させるための加熱
手段である。ヒーター１５２はヒーターボード１６３に設置されている。ヒーター１５２
としては抵抗体（例えばチッ化タンタル等からなる抵抗体）を用いることができる。ヒー
ター１５２には通電のためのアルミニウム等からなる電極（図示せず）が接続されており
、その一方にはヒーター１５２への通電を制御するためのスイッチングトランジスタ（図
示せず）が接続されている。スイッチトランジスタは制御用のゲート素子等の回路からな
るＩＣによって駆動を制御され、ヘッド外部からの信号によって、所定のパターンで駆動
する。
【００９１】
　ノズルの全長は２００μｍ以上、３００μｍ以下とすることが好ましい。この場合の「
ノズルの全長」とは、ノズル流路１５９の長さを意味し、具体的にはノズル流路１５９を
構成するノズル壁１５３の吐出口１５１側の端部から共通液室１５６側の端部までの長さ
を意味する。
【００９２】
　ノズル流路１５９は、ヒーター中心１５７から吐出口１５１側の端部までの部分である
ノズル前方部１８１と、ヒーター中心１５７から共通液室１５６側の端部までの部分であ
るノズル後方部１８２に区分される。吐出速度の観点から、ノズル前方部１８１の流抵抗
（前方抵抗）と、ノズル後方部１８２の流抵抗（後方抵抗）は、前方抵抗／後方抵抗の値
が０．３～０．８であることが好ましい。なお、流抵抗は、流路断面積、流路長、吐出す
るインクの粘度等の値から、ハーゲン・ポアズイユの法則により計算で求めることができ
る。即ち、使用するインク（ひいてはその粘度）が定まれば、前方抵抗／後方抵抗の値は
、ノズルの流路断面積、流路長等により調整することができる。
【００９３】
［２－１Ｂ］ノズル材：
　ノズル流路１５９を仕切るノズル壁１５３、ノズル天板１６２、ノズル底板１６４は、
例えば感光性樹脂により形成することができる。感光性樹脂としては、ラジカル重合反応
を利用したネガ型レジスト、カチオン重合反応を利用したネガ型レジスト等を挙げること
ができる。
【００９４】
　その他、ネガ型フォトレジストとしては、化薬マイクロケム社製の「ＳＵ－８シリーズ
」、「ＫＭＰＲ－１０００」、東京応化工業社製の「ＴＭＭＲ」、「ＴＭＭＲ　Ｓ２００
０」、「ＴＭＭＦ　Ｓ２０００」等を用いることもできる。
【００９５】
　これらの感光性樹脂の中でも、耐溶剤性、ノズル壁としての強度に優れたエポキシ系感
光性樹脂を用いることが好ましい。具体的な市販品としては、東京応化工業社製「ＴＭＭ
Ｒ」が特に好ましい。
【００９６】
［２－１Ｃ］ヘッドの全体構造：
　次に、記録ヘッドの全体構造について図２Ａ～図２Ｃを用いて説明する。図２Ａ～図２
Ｃに示すような構造のヘッドは、特開２０１３－０１４１１１号公報に開示されている。
従って、本願明細書においては前記公報の内容を引用することとし、その概略を説明する
に留める。なお、図２Ａは、本実施形態の液体吐出ヘッドの構造例を説明するための正面
図であり、図２Ｂは、図２ＡのＡ－Ａ断面図であり、図２Ｃは、図２ＡのＢ－Ｂ断面図で
ある。説明の便宜上、正面図において液体供給ケースカバーは省略している。
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【００９７】
　記録ヘッドは、図示のように、複数のノズル流路と連通した共通液室１１２と、共通液
室１１２と連通した開口部と、開口部と連通したメイン液体供給室１２６と、メイン液体
供給室１２６と連通する液体供給路１３７と、液体供給路１３７と連通する液体供給室（
第一液体供給室１３４、第二液体供給室１３５）と、液体供給室を、液体供給の際の流れ
に沿って上流側より第一液体供給室１３４と、第二液体供給室１３５とに分離するように
配設された供給フィルター１１８と、メイン液体供給室１２６の一部に設けられた気液分
離部１２０と、気液分離部１２０と連通する空気室１４１と、を備えていることが好まし
い。
【００９８】
　そして、ノズル流路と、共通液室１１２と、開口部と、メイン液体供給室１２６と、液
体供給路１３７と、液体供給室（第一液体供給室１３４、第二液体供給室１３５）と、供
給フィルター１１８と、気液分離部１２０と、空気室１４１とが、ノズル流路の配列方向
と液体の吐出方向を含む平面に対して、平行平面上に配置され、メイン液体供給室１２６
と、液体供給路１３７と、供給フィルター１１８と、気液分離部１２０と、空気室１４１
とが、各々積層することなく配置されていることが好ましい。
【００９９】
　セラミック製のベースプレート１１０はシリコンにより形成されるヒーター基板１１１
を支持している。ヒーター基板１１１には、液体の吐出エネルギー発生素子としての複数
の電気熱変換体（ヒーターまたはエネルギー発生部）とこれらの電気熱変換体に対応する
ノズルを構成するための複数の流路壁とが形成されている。また、ヒーター基板１１１に
は各ノズルに連通する共通液室１１２を囲む液室枠も形成されている。このように形成さ
れたノズルの側壁および液室枠の上には、共通液室１１２を形成する天板１１３が接合さ
れている。したがって、ヒーター基板１１１と天板１１３は互いに一体化した状態でベー
スプレート１１０に積層接着されている。このような積層接着は、銀ペーストなどの熱伝
導率のよい接着剤によって行われる。ベースプレート１１０におけるヒーター基板１１１
の後方には、実装済みのＰＣＢ（電気配線基板）１１４が両面テープ（図示せず）により
支持されている。ヒーター基板１１１上の各吐出エネルギー発生素子とＰＣＢ１１４とは
、各々の配線に対応するワイヤボンディングにより電気的に接続されている。
【０１００】
　天板１１３上面には、液体供給部材１１５が接合されている。液体供給部材１１５は液
体供給ケース１１６と液体供給ケースカバー１１７より構成されており、液体供給ケース
カバー１１７が液体供給ケース１１６の上面を塞ぐことにより、後述する液室や液体供給
路が形成される。本実施形態においては、液体供給ケース１１６と液体供給ケースカバー
１１７の接合は、熱硬化型の接着剤により行われる。また、液体供給ケース１１６には供
給フィルター１１８および排出フィルター１１９が配設されている。供給フィルター１１
８は液体供給部材１１５に供給された液体中の異物の除去を目的とし、排出フィルター１
１９は液体吐出ヘッド外部からの異物の侵入を防止することを目的とする。各々のフィル
ターは熱溶着によって液体供給ケース１１６に固定されている。さらに液体供給ケース１
１６の一部には気液分離部１２０が形成され、気液分離部１２０に突出する形で外部より
液面検知センサ１２１が実装されており、上述したような液室内の液体量の制御を行う。
【０１０１】
　ここで、液体供給ケースと１１６液体供給ケースカバー１１７の２つの部品の嵌合によ
り形成される液室および液体供給路等の構成について説明する。液体供給ケース１１６の
天板１１３との接合面には、ノズルの配列方向と略平行かつノズル列の幅に渡って矩形状
の開口部（以下、液体供給口１２７という）が形成されており、液体供給口１２７の延長
上には貯留室状のメイン液体供給室１２６が形成されている。すなわち、メイン液体供給
室１２６はノズル列と略平行かつノズル列の幅に渡って形成されている。また、液体供給
口１２７と対向側の天面は、ほぼ全域にわたって気液分離部１２０を最上部とした傾斜（
以下、メイン液体供給室傾斜１２９という）を成している。メイン液体供給室傾斜１２９
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には２つの開口部が形成されており、１つは液体連通部１３１、他方は気液分離部１２０
である。
【０１０２】
　気液分離部１２０はメイン液体供給室１２６の一部を成し、メイン液体供給室１２６の
他の部分よりも深さが大きくなっている。これは、後述するように液室内の液体に混在す
る気泡を破泡する効果を高めるためである。図示の形態においては、気液分離部１２０の
内部にステンレスの電極を３本実装しており、図中左側より上限検知電極１２３、グラン
ド電極１２４、下限検知電極１２５である。グランド電極１２４と上限検知電極１２３間
の通電、グランド電極１２４と下限検知電極１２５間の通電により、メイン液体供給室１
２６内の液面を上限と下限の間に維持する構成となっている。図示の形態の記録ヘッドに
おいては、気液分離がなされた液体の液面を検知することで、検知の信頼性を向上させる
ことが可能である。
【０１０３】
　気液分離部１２０の延長上にはエア連通部１３０があり、その先はエア流路として機能
する空気室１４１となる。さらに先には前述した排出フィルター１１９が配設されており
、排出ジョイント１３３に連通する。排出フィルター１１９は撥水性を有する材質によっ
て構成されており、万が一エア流路（空気室１４１）に液体が流入し、排出フィルター１
１９にインクが付着することで、フィルター内部にインクのメニスカスが形成されても、
その撥水性によってフィルター部の毛管力を低減することができ、インクを容易に除去す
ることができる。
【０１０４】
　一方、メイン液体供給室傾斜１２９に設けられた液体連通部１３１を介して液体供給路
１３７が設けられている。液体供給路１３７は、液体連通部１３１から供給フィルター１
１８近傍まで管状を成しており、メイン液体供給室１２６とほぼ同一平行平面上に形成さ
れる。供給フィルター１１８もまた、メイン液体供給室１２６と略同一平行平面上に配置
されている。供給フィルター１１８は液体供給室を二室に分離するように配設され、供給
ジョイント１３２に連通する側の室、すなわち液体吐出ヘッド内の液体供給の流れに沿っ
て上流側の室が第一液体供給室１３４、下流側が第二液体供給室１３５となっている。供
給フィルター１１８はメイン液体供給室１２６と略同一平行平面上に配置されているため
、供給フィルター１１８の両面に隣接する第一液体供給室１３４および第二液体供給室１
３５もまた、メイン液体供給室１２６やノズル配列面１３９とほぼ平行平面上に配置され
ることになる。
【０１０５】
　第二液体供給室１３５は供給フィルター１１８上方に開口（以下、第二液体供給室開口
１３６という）があり、これを介して液体供給路１３７に連通している。また、第二液体
供給室１３５の天面はこの開口を最上部とする傾斜（以下、第二液体供給室傾斜１３８と
いう）が形成されている。
【０１０６】
　以上のように、メイン液体供給室１２６、気液分離部１２０、液体供給路１３７、供給
フィルター１１８、第一液体供給室１３４、第二液体供給室１３５は、各々ノズル配列面
１３９と略平行平面上に設定される。一方でＡ－Ａ断面に示すように、メイン液体供給室
１２６、液体供給路１３７、供給フィルター１１８、気液分離部１２０は互いに平面の鉛
直方向に重ならないように配置することが重要である。
【０１０７】
［２－２］記録装置：
　本発明の記録方法を実施するための記録装置の構成は特に限定されないが、例えば図３
に示す構造を有するインクジェット方式の記録装置を好適に用いることができる。図３は
、記録装置の全体構成を模式的に示す正面図である。
【０１０８】
　図示の記録装置１００は、記録媒体Ｐの記録領域の幅方向の全域に渡って延在する長尺
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なヘッド２２を用いた記録装置の例である。記録装置１００には、画像情報を送るホスト
ＰＣ（パーソナルコンピュータ）１０２が接続されている。記録装置１００には、４つの
記録ヘッド（以下、単にヘッド２２Ｋ、２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙと記す。）が記録媒体Ｐ
の搬送方向（矢印Ａ方向）に沿って並列配置されている。
【０１０９】
　ヘッド２２Ｋ、２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙは、いわゆるライン型ヘッドであり、記録媒体
Ｐの搬送方向と交差する方向（図中の矢印Ａに直交する方向）に沿って、複数のノズルが
所定の密度で配置されている。ヘッド２２Ｋ、２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙのノズルの配置幅
は記録装置１００の最大記録幅（記録媒体Ｐの幅）よりもやや幅広に構成されている。記
録装置１００においては、ヘッド２２Ｋ、２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙは定位置に固定した状
態のまま、これらを左右に往復させることなく、ヘッド２２Ｋ、２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙ
の下に記録媒体Ｐを搬送し、記録媒体Ｐに対して記録インクを付与し、１パスで記録（画
像形成）を行う。
【０１１０】
　搬送機構２６は、記録媒体Ｐを載置して搬送する搬送ベルト２６ａ、この搬送ベルト２
６ａを回転させる搬送モータ２６ｂ、搬送ベルト２６ａに張力を与えるローラ２６ｃ等か
ら構成されている。
【０１１１】
　記録装置１００は、ホストＰＣ１０２から送信される記録情報に基づいて、ヘッド２２
Ｋ（ブラックインク用）、ヘッド２２Ｃ（シアンインク用）、ヘッド２２Ｍ（マゼンタイ
ンク用）、ヘッド２２Ｙ（イエローインク用）から記録媒体Ｐにインクを吐出することに
より記録を行う。
【０１１２】
　記録を行う際には、記録媒体Ｐを供給ユニット２４から供給し、搬送機構２６によって
矢印Ａ方向に搬送する。搬送により、記録媒体Ｐの記録開始位置がヘッド２２Ｋ（ブラッ
クインク用）の下に到達すると、ホストＰＣ１０２から送られた記録データ（画像情報）
に基づいて、ヘッド２２Ｋの複数のノズルからブラックインクが選択的に吐出される。同
様にヘッド２２Ｃ、ヘッド２２Ｍ、ヘッド２２Ｙの順に、各色のインクが吐出されて記録
媒体Ｐへのカラー記録が完成する。
【０１１３】
　図示の記録媒体Ｐはロール紙である。但し、記録媒体として、紙のみならず、布、プラ
スチックフィルム、金属板、ガラス、セラミックス、木材、皮革等のインクを受容可能な
媒体であれば、材質を問わず使用することができる。
【０１１４】
　記録装置１００には、ヘッド２２Ｋ、２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙに初期状態と同様の適正
な吐出性能を発揮させるための回復装置が組み込まれている。この回復装置は、キャップ
ユニット５０、ブレード等を有する回復ユニット４０と、負圧発生手段とを備えている。
【０１１５】
　キャップユニット５０はヘッド２２Ｋ、２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙに独立して設けられて
いる。キャップユニット５０をヘッド２２Ｋ、２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙのフェイス面２２
Ｋｓ、２２Ｃｓ、２２Ｍｓ、２２Ｙｓに密着させ、前記負圧発生手段によりキャップユニ
ット５０内に負圧を発生させることで、ヘッドのノズル内の増粘インク等を強制的に吸引
することができる（吸引回復処理）。
【０１１６】
　また、前記ブレードにより、ヘッド２２Ｋ、２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙのフェイス面２２
Ｋｓ、２２Ｃｓ、２２Ｍｓ、２２Ｙｓに付着したインクを払拭することができる（ワイピ
ング動作）。前記吸引回復処理および前記ワイピング動作によって、ヘッド２２Ｋ、２２
Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙにおけるノズルのインク吐出状態を初期の適正なインク吐出状態に回
復させることができる。
【０１１７】
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　なお、回復装置は記録装置１００からワンタッチで脱着可能な構成となっており、サー
ビスマンあるいはユーザが所定のタイミングで交換できるようになっている。
【０１１８】
　この他、記録装置１００には、ヘッド２２Ｋ、２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙに供給されるイ
ンクが貯留されたメインタンク２８Ｋ、２８Ｃ、２８Ｍ、２８Ｙ、ヘッド２２Ｋ、２２Ｃ
、２２Ｍ、２２Ｙへのインクの供給および回復処理を行うための各種ポンプ等が備えられ
ている。
【実施例】
【０１１９】
　以下、実施例および比較例により、本発明を更に具体的に説明する。但し、本発明は、
下記の実施例の構成のみに限定されるものではない。なお、以下の記載における「部」、
「％」は特に断らない限り質量基準である。
【０１２０】
（実施例１）
　容器に、色材３．０部、難水溶性化合物２．４部、易水溶性化合物１２．５部、界面活
性剤０．１部、防黴剤０．０２部、表面張力調整剤３．０部を投入し、これに純水（イオ
ン交換水）を加えて、全体を１００部とした。これらをスターラーで３０分間攪拌した。
その後、孔径１μｍのメンブランフィルターを用いて濾過することにより実施例１のイン
クを調製した。
【０１２１】
　色材としては、市販のブラック水性顔料分散液（キャボット社製「ＣＡＢ－Ｏ－ＪＥＴ
４００」）を用いた。この顔料分散液は、色材としてカーボンブラックを約１５％含有す
る分散液である。マイクロトラック粒度分布計（日機装社製「ナノトラック　ＮＰＡ１５
０」）を用い、レーザー散乱法により求めたカーボンブラック粒子の平均粒径は０．１３
μｍであった。
【０１２２】
　難水溶性化合物としては、１－フェノキシエタノールを用いた。１－フェノキシエタノ
ールの水に対する飽和溶解量（２０℃）は２．５ｇ／１００ｇである。実施例１のインク
においては、１－フェノキシエタノールが水に対する飽和溶解量（２０℃）の０．９６倍
（２．４ｇ／２．５ｇ）含有されている。
【０１２３】
　易水溶性化合物としてはグリセリンを用いた。グリセリンの水に対する飽和溶解量（２
０℃）は２０ｇ／１００ｇ以上、親疎水度係数は０．１１である。実施例１のインクにお
いては、易水溶性化合物（グリセリン）の含有率ａ（１２．５％）と、難水溶性化合物（
１－フェノキシエタノール）の含有率ｂ（２．４％）とが、ａ／ｂ＝５．２である。
【０１２４】
　界面活性剤としては、ＰＯＥ（１０）アセチレングリコール（川研ファインケミカル社
製「アセチレノールＥ１００」）、防黴剤としては、ベンズイソチアゾリン－３－オン（
ロンザジャパン社製「プロキセルＸＬ－２（Ｓ）」）、表面張力調整剤としては、１，２
－ヘキサンジオールを用いた。
【０１２５】
（実施例２～６、比較例１～８）
　表３に記載のように組成を変更したこと以外は実施例１と同様にして、実施例２～６、
比較例１～８のインクを調製した。
【０１２６】
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【０１２７】
　前記実施例または比較例においては、難水溶性化合物として、２－フェニルエチルアル
コール、１－フェノキシプロパノールを用いた。難水溶性であるが、本発明の条件を満た
さない化合物として１－ヘキサノール、ベンジルアルコールを用いた。これらの物性を表
４に示す。
【０１２８】

【０１２９】
　前記実施例または比較例においては、易水溶性化合物としてグリセリン、エチレン尿素
、トリエチレングリコールを用いた。易水溶性であるが、本発明の条件を満たさない化合
物として１，５－ペンタンジオールを用いた。これらの物性を表５に示す。
【０１３０】

【０１３１】
（評価）
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　実施例および比較例のインクについては、間欠吐出特性（発一性）を評価した。評価方
法は、以下の通りとした。
【０１３２】
　実施例または比較例のインクを記録ヘッドのインクタンクに充填し、前記記録ヘッドを
インクジェット方式の記録装置に搭載させた。２５℃、相対湿度３０％の環境下で、記録
媒体に対する印刷を実施した。
【０１３３】
　記録装置としては、図３に示す構造の記録装置を使用した。より具体的には、サーマル
方式のインクジェット記録装置（キヤノンファインテック社製「ＬＸＤ５５００」）を使
用した。
【０１３４】
　記録ヘッドとしては、図１Ａ～図１Ｃおよび図２Ａ～図２Ｃに示す構造の記録ヘッドを
使用した。この記録ヘッドは前記記録装置用のヘッドである。
【０１３５】
　記録媒体としては、１２０ｍｍ×８０ｍｍのマットラベル（キヤノンファインテック社
製）を用いた。
【０１３６】
　図４は、評価用の印刷パターンを模式的に示す平面図である。まず、記録媒体２００の
表面に、基準となる横罫線２０２を印刷した。印刷後、６０秒間、インクの吐出を休止し
、記録媒体２００を搬送方向Ｄに向かって搬送し、再度、評価用の横罫線２０４を印刷し
た。横罫線２０２、２０４は、記録ヘッド上に１２００ｄｐｉの密度で並んだ４８００本
の吐出口から、インク滴を１発ずつ吐出し、印字した。印刷条件は、搬送速度１５０ｍｍ
／ｓｅｃ、解像度１２００ｄｐｉ×１２００ｄｐｉとした。
【０１３７】
　図５は、印刷パターンの評価基準（評価Ａ～Ｄのイメージ）を模式的に示す平面図であ
る。間欠吐出特性は、評価用の横罫線２０４の画像品位を、以下に示す基準により評価し
た。下記評価ＡおよびＢは、画像品位として十分なレベル、即ち、印刷された横罫線が乱
れのない綺麗な直線であるか、一部に乱れはあるが直線と認識することができるものであ
る。一方、下記評価ＣおよびＤは、画像品位として許容できないレベル、即ち、印刷され
た図形が直線とは認識することができないものである。その結果を表６に示す。
　Ａ：不吐ノズルはない。印刷された多数のドットに殆ど位置ズレがなく、前記多数のド
ットは連続的に配置されている。
　Ｂ：不吐ノズルはない。印刷された多数のドットの一部に僅かな位置ズレがあるが、前
記多数のドットは連続的に配置されている。
　Ｃ：不吐ノズルはないが、印刷された多数のドットの一部に比較的大きい位置ズレがあ
る。その位置ズレによって前記多数のドットの連続性が失われている。
　Ｄ：不吐ノズルがあり、印刷されるべき多数のドットの一部にドット抜けがある。その
ドット抜けによって前記多数のドットの連続性が失われている。
【０１３８】
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【０１３９】
　表６に示すように、本発明の要件を満たすインクを用いて印刷を行った場合は、いずれ
も評価がＡまたはＢであり、間欠吐出特性が良好であった（実施例１～６）。特に、ａ／
ｂの値が５以上のインクを用いた場合は、評価がＡであり、極めて良好な結果を示した（
実施例１～３および５、６）。また、易水溶性化合物を２種以上含有するインクを用いた
場合も、評価がＡであり、極めて良好な結果を示した（実施例６）。
【０１４０】
　一方、本発明の要件を満たさないインクを用いて印刷を行った場合は、いずれも評価が
ＣまたはＤであり、間欠吐出特性が不良であった（比較例１～８）。特に、難水溶性化合
物を含有していないインクを用いた場合（比較例１）、難水溶性化合物の量が、水に対す
る飽和溶解量（２０℃）に対し１．０倍を超えるインクを用いた場合（比較例３）、難水
溶性ではあるが、水に対する飽和溶解量（２０℃）が３．０ｇ／１００ｇを超える化合物
を含有するインクを用いた場合（比較例８）は、評価がＤであり、間欠吐出特性は極めて
不良であった。
【産業上の利用可能性】
【０１４１】
　本発明の記録インクおよび記録方法は、インクジェット用の記録インク、インクジェッ
ト方式の記録方法として好適に利用することができる。
【符号の説明】
【０１４２】
２２、２２Ｋ、２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙ：ヘッド、２２Ｋｓ、２２Ｃｓ、２２Ｍｓ、２２
Ｙｓ：フェイス面、２４：供給ユニット、２６：搬送機構、２６ａ：搬送ベルト、２６ｂ
：搬送モータ、２６ｃ：ローラ、２８Ｋ、２８Ｃ、２８Ｍ、２８Ｙ：メインタンク、４０
：回復ユニット、５０：キャップユニット、１００：記録装置、１０２：ホストＰＣ、１
１０：ベースプレート、１１１：ヒーター基板、１１２：共通液室、１１３：天板、１１
４：ＰＣＢ（電気配線基板）、１１５：液体供給部材、１１６：液体供給ケース、１１７
：液体供給ケースカバー、１１８：供給フィルター、１１９：排出フィルター、１２０：
気液分離部、１２１：液面検知センサ、１２３：上限検知電極、１２４：グランド電極、
１２５：下限検知電極、１２６：メイン液体供給室、１２７：液体供給口、１２９：メイ
ン液体供給室傾斜、１３０：エア連通部、１３１：液体連通部、１３２：供給ジョイント
、１３３：排出ジョイント、１３４：第一液体供給室、１３５：第二液体供給室、１３６
：第二液体供給室開口、１３７：液体供給路、１３８：第二液体供給室傾斜、１３９：ノ
ズル配列面、１４１：空気室、１５１：吐出口、１５２：ヒーター、１５３：ノズル壁、
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１５５：ノズルフィルタ、１５６：共通液室、１５７：ヒーター中心、１５９：ノズル流
路、１６１：天板部材、１６２：ノズル天板、１６３：ヒーターボード、１６４：ノズル
底板、１７１：吐出口幅、１７２：吐出口高さ、１８１：ノズル前方部、１８２：ノズル
後方部、２００：記録媒体、２０２、２０４：横罫線、Ｐ：記録媒体、Ｄ：搬送方向。

【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図１Ｃ】

【図２Ａ】

【図２Ｂ】
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【図２Ｃ】

【図３】

【図４】

【図５】
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